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北 海 道 の 経 済 発 展 と 移 輸 出*

増 井 幸 夫

1は し が き

北海道経済は,開 拓使以来,一 貫 して域外市場向け商品生産を指向して開発され続け

てきたものである。 現段階においても,一一地域経済 としての 北海道経済は,依 然 とし

て,移 輸出産業の基盤の上に発展 し続けるという基本的i生格を くず してはいない。本稿

は,北 海道経済発展の産業的基盤を移輸出産業に求め,移 輸出産業を基盤 とする北海道

経済の循環過程を浮彫 りにすることにより,北 海道経済の展開過程を統一的に把握する

上での一視点を確立 しようとするものである。たまたま,本 年は北海道開発第三期計画

案が作製される時期にあたるが,そ の計画案策定に際 して も,本 道経済の起動力を どこ

に見出すかの基本的視点の確立が必要であろう。

皿 地域経済発展段階説批判

(1)

これ までの と ころ 地 域 経 済 の 発 展 は5つ の段階 を 経 る もの とされ てい る。 す なわ

ち,

第1段 階:自 給 自足的生存経 済(subsistenceeconomy)

これ は,投 資 も交易 もない停滞社会 であ り,自 然的 な資源 配置に応 じて農 業生産 が立

地 してい る。

第2段 階:村 落工業 の発生

農業生産 力の発展 と輸送 手段 の改善 に よ り,い くらか の交 易 と分業が現 われ る。す な

わち,村 落 人 口の うち に手工 業者が現 われ.農 民 向け の単純 な村落工 業 が始 まる。(e.g.

鍛 治屋,粉 屋)こ の村落 手工業は村落市 場 向け であ り,ま た原 料,労 働力 と もにそ の村

落に依存す るものであ るがために,そ の立地 は基 本的に,村 落人 口に よって規定 され る。

1969年11月17日零 原 稿 受 領

(1〕AugustLOseh,"TheNatureofEconomicRegions,"SouthernEconomicJournat,V(July,1938)pp71・

78;E.M.Hoover,LacationTheoryandtheShoesandLeatherIndustries,pp.284・85;ditto,TheLoca・

tionofEconomicActivity,pp.187・88,参 照 。
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第3段 階:農 業の集約化

穀物生産か ら果実生産,酪 農,園 芸へ と,農 業生産の集約化が進展す る。それに応 じ

て地域内交易が増大する。

第4段 階:工 業化

人 口増加,農 業その他採取産業での収獲逓減法則の作用は地域をして工業化に進ませ

る。工業化とはいわゆる第二次産業(鉱 業,製 造業)の 大規模な導入である。初期にお

いては農林水産物の加工業が 典型的に現われ,食 料品加工,繊 維工業,木 製品工業が

起 る。工業化のその後の進展のためには鉱物資源およびエネルギー源が決め手となる。

後期工業化においては熔鉱,精 錬,製 鉄,精 油,化 学工業,ガ ラス,陶 磁器工業が支配

的 となる。 とくに水力に富む地域には低廉な動力源を条件とする非鉄金属工業,合 金,

特殊鋼工業な どが立地す る。

第5段 階:輸 出向け第三次産業の発展

地域経済発展の最高段階と見なされ,資 本,専 門技術者,専 門化 した技術サービス等

の後進地域への移輸出を行なうにいたる。

(2)

こうした発展過程において輸送コス トの果す役割はきわめて重要であり,ア イサ ー ド

は次のようにい う。 歴史的にみて輸送コス トの低下は,(1)諸 地域に分散的,遍 在的に

立地 していた生産を次第に特定地域に集中化するはたらきをもつとともに,(2)各 地域

の立地条件な らびに交易ルー トの優劣に対応した生産立地の分化ならびに選別が進展す

る。

こうした発展段階説を示されたとき,わ れわれは北海道経済が果 してこのような発展

過程をたどってきたものかどうかを疑 うであろう。(1)ま ず第一に上述の成長過程は北

海道経済の現実となんら相似するところはない。のみならず,こ うした発展段階説は北

海道経済発展の根源になん ら触れるものでな く,地 域経済の発展を律す る基本的要因に

対する洞察を欠いているといわねばな らない。地域経済の発展を解明しようとするもの

にとっては,そ の発展の起動力を把握す ることが必要である。(2)地 域経済発展のある

べ き過程をnormativeに 論ずるため,上 述の発展段階説をとるとす ると,機 械的に工

業化の必要性を強調す る上述の段階説はむ しろmis]eadingで さえある。

い うまでもな く,北 海道はその開発の当初 よりわが国資本主義の北境開発としてスタ

(2)W.Isar{L　 DistanceInputsandtheSpaceEconomy.PartI,TheConceptualFramework",Quater'y

Journato/Ec侃oり 所c5,LXV(May,1951)pp.188-198.
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一 トし,北 海道におけ る植民活動 と経済開発は域外市場向け商品の生産によって性格づ

け られていた。 したがって,そ の発展のタイプは,他 の旧開地域 のごとく自給 自足的な

経済が漸次市場経済に転換 していく発展タイプとは根本的にその性格を異にしている。

本道の産業発達史をふ りかえって見てみよう。 開道以来明治30年 頃 までは水産業が

本道最大 の産業であって,明 治14年 には本道生産総額の約75%を 占めてお り,明 治30

年には約40%を 占めていた と思われ る。 当時 の農業生産は 水産の約半分程度であ り,
(3)

石炭業の地位はさらに低かった。そ して,こ れ らの産業の生産物は,あ .くまで域外市場

向け商品生産 としてあったのであり,そ の大部分が域外市場に移輸出されていた。諫を

中心とする海産物,石 炭,硫 黄,銅,大 豆,菜 豆等の移出が進展 し,他 方では,米 穀,

石油,呉 服 ・太物 ・衣服類,清 酒,醤 油,金 物,薬 品,漁 網,機 械器具類が本道に移入

されていた。この間の北海道経済の急速な発展は,こ うした移輸出産業の発展に依拠す

るものであったことはだれもが 認めるところである。 さらに,移 輸出産業の 発展に と

り,道 路,鉄 道,河 川,港 湾,航 路等の運送手段の発達がきわめて大きな役割を果 して

いる。道内の有効需要は全面的に移輸出産業の発展に依存 し,内 需諸産業の発展 も移輸

出産業の発展によって条件づけられていた。こうした北海道経済の成長は,ア メリカ太

平洋岸北西部諸州が,最 初は毛皮,ひ きつづき小麦,小 麦粉,木 材の移出商品を基盤 と

して発展 していったのと類比できるであろう。

以上のごとく,北 海道経済 の過去の歴史を一一瞥 しただけでも,さ きの地域経済発展段

階説なるものが,い かに無意味な ものであることがわかるであろう。北海道経済の発展

は域外市場向け移輸出商品の成功度いかんに全面的に依存 していた。輸送コス トの低減

が,生 産立地 の集中化を もた らす という一般論もここでは成 り立たない。輸送コス トの

低減は地域の移出商品数(水 産物,鉱 産物,農 産物,林 産物)を 拡大 してきている。

一地域にとって移輸出商品に対する需要は動かすことはできない与件と考えられる

が,加 工費および輸送費はそ うでない。新開地域ではこの加工費および輸送費を低下さ

せるための努力がなされ,そ の結果,こ れ らのコス ト低下が実現すれば,当 該地域の市

場 シエアーを拡大することが可能になる。北海道においても開発に投ぜられた努力はす

べてこれ ら費用低下のために向け られたものだといってよいであろう。道路,鉄 道,港

湾,河 ノIL運 河の開 さくに より運輸手段を改善することがいかにその移出商品の競争的

(3)北 海道庁 「新撰北海道史』第七巻(昭 和12年)統 計表参照。
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地位 の確保に役立 ったか も周 知の ところであ る。そ して,そ のおか げ で,移 出産業 の巾

を拡大 して きた と見 る ことが で きる。

移 出産 業の発達 とと もに外部経済(externaleconomy)も 発達 す る。 移 出商品に特

化 した流通 ・商業機 関.信 用組織,運 輸手段 の改善,専 門家,熟 練 労働力 の形成,補 完

的関連産業の発達等がそれである。 同様に重要なことは,技 術開発のための 努力であ

る。試験研究機関,大 学,そ の他地方的研究組織に よる新技術の開発,普 及が北海道 の

農業,鉱 業,林 業,漁 業,そ の他移出商品の 加工業の 発展にいかに大きな 貢献をした

か,こ こでいまさら繰返す こともあるまい。

皿 現段階における移輸出産業の役割

そこで,次 に近年(30年 代)の 北海道経済の産業循環の実態を分析し,そ のなかで移
(4)

輸出の果している役割を検討 してみよう。

各産業の生産物は,消 費(民 間 消 費,政 府 消費),投 資(資 本形成,在 庫投資)お よ

び移輸出の三需要を満たすために生産されているものと考えることができる。一産業の

生産物のうちには,こ の三需要の他に,他 産業の原材料 となるものもある。しかし,そ

れ も結局,他 産業を経過 して,消 費財 となるか,投 資財 となるか,あ るいは移輸出財 と

なるであろ う。したが・)て,道 内各産業の生産物は直接 ・間接に道内消費,道 内投資,

移輸出にふ り向け られるものとい うことができよう。ここで,道 内消費,道 内投資,お

よび移輸出を道内生産物の最終需要と呼ぽう。そ うすると,道 内各産業の生産物は究極

(5)

的にはこの三つの最終需要を満たすために生産されるものだといえよう。

道内生産活動が,究 極的に,上 記のごとき三つの最終需要を満たすために遂行されて

いると理解するならば,逆 に,道 内生産活動,労 働および資本(土 地を含む)の 生産要

素投入,お よび付加価値生産はこれ ら三つの最終需要に依存 しているとい うことができ

る。第1表 は道内産業活動が,究 極的に,三 つの最終需要のそれぞれに どのように依存

しているかを示 したものである。 この表によって.昭 和34年 の道 内総生産活動の37.0

%,労 働投入の31.6%,資 本投入の35。9%o,付 加価値生産の33.9%が 移輸出に依存

(4}北 海道の移輸出総額の うち海外輸出の占める割合は、昭和30年 代において,ほ ぼ10%前 後 であるとい)で よ

いであろう。(北 海道総合経済研究所 『北海道移出入白書』昭和 訓 年版,昭 和40年 版)。

㈲ 投資財 もまた,終 局的には,消 費財あるいは移輸出財に体化 してい く。 したがって,道 内消費 と移輸嵩の一二需

要を最終需要とい うべきかもしれない。 しかし,投 資財のうちどれだけが消費財あるいは移輸出財に体化するか

は将来時点 において決定されることで,現 時点では未定である。 したがって,計 量的に最終需要を分析するにあ

たっては,投 資を最終需要のなかの一つの独立した項目としてとりあげるのが至当である。
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第1表 生産,要 素投入および付加価値生産の最終需要依存度

匪 次 陣 輸出 殴 資 消 劃 合 計

生 産 総 額

労 働 投 入

資 本 投 入
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出所:「 北海道経済 白書」昭和37年 度版,第61表(p・129)。

(注)労 働投入 は労働者数 で,資 本投入 は資本 ス トックで測 られ てい る。

してい る ことが分 る。

移 輸 出は最終需要 総額 の うちの30.0%を 占め る。 消費需要 の50.8%に は及ぼな い

が,総 生産活動,要 素投入 お よび 付 加価値生産 の それ ぞれ の上 で 移輸 出の占め る割合

は,移 輸出 の需終需要 構成 比 を上廻 ってい ることに注 目せねば な らな い。す なわち,昭

和34年 の例に よれ ば,生 産 総額 の上 では,7パ ーセ ン ト・ポイ ン ト,労 働投入 の上 で

は.1.6パ ーセ ン ト・ポイ ン ト,資 本投入 の上 では,5.9パ ーセ ソ ト・ポイ ソ ト,そ れ

ぞれ移 輸出需 要 の最終需 要構成比(30.0%)を 上廻 って い る。 い まか りに,最 終需 要構

成 比 で もって,生 産総額 の移輸 出依存 度,付 加価値 の移輸 出依存度 を除 し,そ の値 をそ

れ ぞれ,相 対 的生産誘 発係数,相 対 的付加価値生産 力 と呼ぽ う。移輸 出 の相対的 生産誘

発係数 は1.23,相 対 的付加価 値生産力 は1.13で ある。 これ に 対 し 消費需要 の それ ら

は,0.96お よび1.06で あ り,投 資需要 のそれ らは,0.73お よびO.69で あ る。 したが

って移輸 出は,生 産誘発 力において も付 加価値生産 力において も最 も優れ てい る ことに

な る。投 資効率 の高 い企業が産業を リー ドす るの と同様に,相 対的生産誘 発係数,相 対

的付加価値 生産 力 の高 い移 輸出需 要が北海道 の産業活動 を リー ドす る とい って よいであ

ろ う。

移輸 出が北海道 経済 の生 産活動 の上 で果 す このよ うな積 極的な役割 は,昭 和30年 か
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第2表 昭和30～34年 間最終需要別 ・産業別道民所得上昇寄与量(%)
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出所:「 北海道経済 白書」昭和37年 度版,第62表(p・131)。

ら34年 に至 る期 間 の道 民所 得上昇過程 の上 で 移輸 出の果 した 役割を見 るこ とに よって

も確 かめ られ る。 第2表 が示す よ うに.当 期間 の道 民所得 の上 昇率40.9%は,第1次

産業 に よ りそ の うちの8.4パ ーセ ン ト・ポイ ン トが,第2次 産業 に よ り14.1パ ーセ ソ

ト・ポイ ソ ト,第3次 産業に よ り18.5パ ーセ ン ト・ポイ ン トが もた らされ た。 これ ら

各産 業部門 におけ る道民所得上昇 に対 す る最終需要 の寄与量 をみ る と,第1次,第2次

の物的 生産部門 では,明 らかに移輸 出が 消費,投 資を凌駕 してい る。 これ に反 し第3次

産業 の所得上 昇 では,移 輸 出の寄与が 消費 のそれ を大 き く下廻 る。そ して,こ の間 の第

3次 産業 の所得上 昇が余 りに も大 巾であ った ため,道 民所得全体 と して は,そ の上 昇が

移 輸 出 よ りも消費に よ り多 く依存 していた とい う結果 にな っている。だが,道 民所得 全

体につ いて も.最 終需要構成 の上 では30.0%を 占め る移輸 出が上 昇寄与率33.3%を 示

す のに反 し,消 費 のそれ は最終需 要構成比53.4%に 対 し,寄 与率 は47.2%で ある。 こ

の意 味に おいて,移 輸 出の相対 的寄与率 は消費のそれ を上廻 る。
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第3表 最終需要の生産誘発係数

1量弩鴛響i讐璽響i選籠鋸 酵 驕i蕊 発3驕
民 間 消 費

政 府 消 費

資 本 形 成

在 庫

移 輸 出

最終需要合計

億 円

6,704

1,291

3,441

380

4,602

16,419

億 円

8,491

1,597

5,045

642

7,315

23,090

1.267

1.237

1.476

1.692

1.589

1.408

1.406

0.930

0,954

1.551

1.708

1.386

1.266

0.947

0.870

1.209

1.645

1.355

出所:「 北海道経済 白書」昭和37年 度版,第14表(p・53),昭 和41年 度版,第64表

(P・68)。

注1.各 年次北海道 産業連 関表 に よる。

2.生 産誘発 係数(C)=(B)/(A)。

3.産 業関連表 の作製法が年 次に よ り異 な るので厳密 な年次 問の比 較は で きな

い 。

昭和38年 の北海道の移輸出は4,602億 円であった。 そ して,こ の移輸出は,道 内産

業の生産を,直 接的 ・間接的に7,315億 円誘発 した。いまここで,最 終需要単位当 り誘

発生産額の比を誘発係数と呼ぽう。 移輸出の誘発係数は38年 について,1.589で ある。

生産誘発係数が大 きい最終需要はそれだけ道経済の起動力としての働きが大きいといえ

よう。そこで,移 輸出の誘発係数を他の最終需要のそれと比較してみよう。第3表 は各

最終需要の生産誘発係数を比較 したものである。これによると,移 輸出の誘発係数が,
(6)

在庫投 資を除 く他 の どの最終需要 の係数 よ りも大 きい ことが読 み とれ る。 しか し,生 産

誘発 係数 が大 きいだけでな く,最 終 需要それ 自体が大 き くなければ,誘 発生産額は大 き

くな りえず,道 経済 の起動 力 と しての力は 弱い。そ こで,誘 発 生産額 の大 きさか らみれ

ば,移 輸 出は民間消費 に次 いで道 内生産を誘発す る力を もってい る とい うことにな る。

以上 に よって,北 海 道の移輸 出が,現 段階 におい て もなお,北 海 道経済 の一大 原動 力

で あ るこ とを見た 。そ こで,次 に移 輸 出産業 とは具体的 に どの産業 なのか,そ れ ら産 業

は どの よ うな性格 を もつか,そ して今後 どの よ うに移輸 出産業 は発展 してい くもので あ

るか を検討 してお きた い。

どの産業 の生 産物 も,間 接 的に しろ直接 的に しろ,消 費,投 資,移 輸 出の いず れかの

用途 にふ り向け られ る。 これに着 目 して消費依存型,投 資 依存型,移 輸 出依存型等 に,

(6}昭和38年に在庫投資の生産誘発係数が移輸出のそれを上廻っているが.① 在庫投資の最終需要金体のなか
でのウエイトの低さ,および不安定性から,在庫投資の係数を重視しないでおく。
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第4表 最終需要依存度による道内産業の分類

硝 費依存到 眼 鰍 存酬 皿移輸出依存型 W混 合需要依存型

革 ・同 製 品

印刷 ・出版

サ ー ビス業

繊 維

ゴ ム 製 品

農 業

窯業 ・土石製品

機 械

食

化

石

水

家

運

商

公

業

品

紙

鋼

炭

業

品

鉱
響

製

轟

ル

銅

金

非

パ

鉄

石

林

鉄

益 事

非 金 属 鉱 業("

石油 ・天然 ガス(〃

製 材 ・

学(〃 ・

業(〃 ・

輸(〃

業(〃

業(〃 ・

●

●

合 板(投 資 ・移輸出)

出所:「 北海道経済 白書」昭和37年 度版,第40表(P・97)。

注 昭和34年 産業連 関表 に よる。

各産業を分類することができる。 それを 示したのが第4表 である。 われわれの関心事

であ る移輸出依存型産業には,金 属鉱業(硫 化鉱,砂 鉄,マ ンガン等),非 鉄金属地金

(銅,鉛),パ ルプ,製 紙,鉄 鋼,石 炭,林 業,鉄 鋼製品が列挙 され る。これ らの産業の

究極的移輸出依存度は80。0%～47.3%の 範囲にある。 この他に も移輸出依存度がかな

り高 く,か つ,消 費依存度あるいは投資依存度 も高い混合需要依存型の産業がある。例

えば,食 料品工業がそれであって,移 輸出依存度は40.5%,消 費依存度は54.4%で あ

る。この部類の産業は混合需要依存型に分類されている。そして,多 くの産業は この型

に分類 され るのが実情である。

上記の移輸出依存型の産業は一見して分るように原料指向型産業である。これ らの産

業の移輸出の全移輸出額に占めるウエイ トは49.9%(34年)に す ぎない。 すなわち,

移輸出依存度の高い産業が北海道の移輸出全体から見て同時に重要な移輸出産業である

とは必ずしもいえないわけである。移輸出依存度からみた上記産業分類は個別産業の立

場に立つ分類だといえよう。

そこで,北 海道経済全体の立場か ら,移 輸出シエアー(金 額 シエアー)を 基準に移輸

出産業を見直すな らば,食 料品加工,硬 業(と くに 石炭業),鉄 鋼,金 属 ・非鉄金属,

パルプ ・製紙 農業が列挙できる(第5表 参照)。 そ して総移輸出の約80%は これ ら5

産業の移輸出に依存 している。これ らの産業を主要移輸出産業と呼ぼう。これ ら諸産業



北海道の経済発展と移輸出(増 井)

第5表 品 目別移出の状況(昭 和40年)
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(214.5)

131.l

I39.8

(135.7)
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(134.0)

208.3

164.2
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185.0

数 量 指 数
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150,5
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156.3
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240.8

112.6

152.8

149.1

224.9
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154.6

224.2

115.2

132,8
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移 出金額
シエ アー

(40年)
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出所:「 北 海 道 移 出 入 白書 」 昭 和40年 度 版J第15,16,17表(PP・26.30,32)。

は,い ずれ も原 料指 向型産業 で あ ることは さきの場 合 と同 じで あ る。 この5つ の グル ー

(7)

プの移 輸 出産業 のなかには,上 記 の移輸 出依存型産業 が含 まれ てい る。

北海 道 の主要移 輸出産業は,食 料品加工業,パ ル プ ・製 紙業,石 炭業,鉄 鋼 業,農 業

(畜産を含む)そ して 林業,い ずれ も 第1次 産業,お よびその加工業 とい う資源立地 産

業か らな って い ることが分 る。そ こで,こ れ らの移輸 出産 業を次 の4グ ル ー プ,す なわ

ち 広義 食品生 産業(農 産,水 産,食 品加工業).林 産 ・同加 工業(林 業,パ ル プ ・製紙

業,木 材 ・木工業),磯 業 お よび 鉄 鋼業に大別 す ると,そ れ ぞれ の移輸 出シエ アーは,

(7)た だ し.林 業は,移 輸出依存型産業ではあるが.北 海道の主要移輸出産業グループには算入されない結果とな

っている。北海道の主要移輸出産業 グループのなかでは,パ ルプ ・製紙に内包されたかたちで入っているといっ

てさしつかえない。パルプ ・紙に加工された林産物をも考慮に入れた直接 ・間接の林産物移輸出は全移輸出の7 ,
8%と なる。(昭 和 謎 年.北 海道産業連関表による。)



一32一 商 学 討 究 第20巻 第2号

昭和40年 に おいて,37.6%,22.9%,13.4%,13.8%,合 計87.7%に 達 す。

さ らに,直 接 ・間接に移輸 出にふ り向け られ た農 ・林 ・水産 ・物 お よび石炭 の移輸 出を推

計す ると,そ の移輸 出総額に 占め る シエ アーは42.4%で あ る。 す なわち,総 移輸 出の

40%以 上 が これ ら第1次 産 品に依存 してい る。そ して,主 要移輸 出品 のシエ アー,87.7

%と 第1次 産 品 シエ アー との差,45.3タ6が 第1次 産 品加工業 の純粋 の移輸 出 シエ アー と

な る。 この45.3%に.主 要移 輸出産業以外 の産業 の移 輸出.12.3%(=100,0-87.7)

を加 えた57.6%が 軽工 業,重 化学工業,第3次 産業 の移輸 出 シエ アー とな る。

最 後に,移 輸 出商品 の,昭 和34年 か ら40年 に至 る期間 の消長 を見 てみ よ う。主要 商

品の うちで移輸 出 の成 長 の高い ものは,パ ル プ ・紙 加工 食料品 の二つ で あ る。他方,

成 長 の低 い ものは,水 産物,林 産物,磧 産物(石 炭)で あ る。す なわ ち,第1次 産 品,

と くに水 産物,林 産物 お よび石炭 の ごとき採取的産業 の商品 の直接 的移輸 出が相対 的に

停 滞 し,パ ル プ ・紙,加 工 食料品 の ごとき第1次 産 品の加工度 を高めた商 品の移輸 出が

第6表 移輸出品の用途別構成比

昭 和34年 昭 和40年
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出所:「 北 海 道 移 出入 白 書 」 昭 和40年 版,第15,16,17表(p.26,p.30,p,32),

第21表(pp.46-47)。
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伸 びてい るこ とが分 る(第5表)。 こ こで,水 産業 の ご とぎ,と 《に採 取的性格 の弾 い

産業,燃 料革命時代 の石炭 業の ご とき衰退 的性格 の強 い産業 の影 響が いま筑べ た移輸 出

商品 の消長 過程に大 き く作用 してい るこ とを見逃す 二とはで きノ∫いであ ろ 先

第1次 産 品の相対的減 少 と加工品 の相対的 増加 の結果 と1.て,移 輸 出品全 体 と しての

加工 度は高 まってい る。第6表 にみ るよ うに,移 輸 出品を原材料 財 と,資 木財,消 費財

の ご とき最終需 要財 との二つ に大 別す る とJ前 者は.昭 和34年 に70。6%で あっだが,

昭和40年 には64.6%に 低下 し,後 者は29.4%か ら33.7%に 上 昇 してい る。 しか し,

各品 目別 に これ を見 ると,農 産物,加 工 食料品に おいてやや加工度 の高い移輸 品が多 く

な ってい るものの大部分 の移輸 出品 の加工度 は必 らず しも上 昇 していな い よ うに 見受け

られ る。基本的 に資源立地産 業に依存 した北海 道 の移輸 出活動が,い ま資源 賦与 量の大

きな減少に直面 してい るが,そ の困難 を克服 す るにあた っては,一 方では,自 然 加工業

と しての農 ・林 ・水産業へ の投 資 ・開発,他 方では 、それ ら生産物 の二次加工 を高め る

か たちで の製造 業,お よび,運 輸 ・通信,金 融,商 業 サ ー ビス等 の振 興を図 ることが,

今後 の移輸 出産業 活動 の課題 とな るで あろ う。

W移 輸出と地域経済発展過程

前節においては,北 海道経済のなかで,移 出産業がいかに重要な役割を果 しているか

の実態を見た。しかし,私 は まだ移出産業その ものの発展を説明してはいない。果 して

移出産業の発展のためにはいわゆる工業化が必要であろうかという問題をまず最初に考

えてみることにしよう。

工業化(indus七rializa七ion)は いわば地域経済発展のための課題とされているといっ

て過言ではなかろう。一般に地域経済の工業化は容易に達成できる課題ではなく,北 海

道開発の場合 も,工 業化の困難性 とい うかたちで問題が提起されることが普通である。

もし,工 業化が北海道経済の活路だという立論が正しいとすると,移 出産業は一定段階

において資源産業か ら工業に移さねばならないことになる。しか し,同 時に,北 海道の

その工業化には容易に越えられない多 くの障害がある。これをどのようにして克服すれ

ばよいのかという難問題に直面することになる。しか し.地 域 の発展に とり 「工業化」

が不可欠だとい うこと,第 二次,第 三次産業の発展にはつねに困難が各いというこ,とは

ともに誤った考えであ ると思われる。

通常,工 業化の必要性は,工 業化の程度が進むほどその地域の1入 当 り所得が高いと
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い う統計 的事実,あ るいは経 済発展 とともに一国 の産業 構造が第一 次産 業か ら第二,第

三 次産業 へ と ウエ イ トを移 してい くとい う統 計的事実 に根拠 をお いてい る よ うであ る。

しか し,こ の 工 業 化 論に は経済発展 の メカ ニズ ムに関 して根 本的 な認識 の欠如 を含ん

でい るよ うに思われ る。一 地域経済 の発 展 の起動力 は移輸 出産業 に求め られ るべ きで あ

り,移 輸 出産業 の発展 に と もな う外 部経 済 の発展,一 人 当 り所得 の上昇,し たが って内

需 産業 の発達,ひ いては 移輸 出商 品の 増 加 とい う プ ロセ ス,す なわち,加 工度 の上 昇

が,と りもなお さず工業 化 であ り,産 業構造 の高度化だ と理 解 され るべ きで あろ う。 し

たが って この場 合,「 工 業 化」は経済発展 の結果 であ り,そ の原因 ではない とい うべ き

であろ う。経済 発展 の基 礎そ の ものは,ひ ろ く,生 産性 を増進 で きる産業群 に求 め うる

のであ って,工 業 化に のみ 限定 され るべ きもので はない。

一般的 にい って製造 業 の立地 には次 の4種 が考 え られ る。

1,原 料指向型壬業(ma七erials-orientedindustries)

原料供 給地に位置す るた め原料輸 送費 の節約に よって著 しい相対的 有利 性を享受す る

製造業,ビ ー ト精糖 業,酪 農加工 業,パ ル プ ・紙製造業,木 工業,製 鉄業 な どがそれ で

ある。 この よ うな産 業はそ の原料 輸送費節 約 の利益 が相殺 され るところまで垂直的 統合

の度合 を深め ることがで き よ う。典 型的 な移出産業 とな る。

2.移 出産業関連産業(serviceindustries)

農機具 製造業,冷 凍業,漁 具製 造業,製 缶業,製 材,木 工 機械製造 業,運 搬機械製 造

業等がそ の例 であ る。

3.内 需 向製 造業(residentiaryindustries)

4.立 地を選 ばぬ産業(footlooseindustries)

輸送費 に よ って立地 を規制 され ない産業 で大 部分 は偶然的要素 に よってい くつか の地

域に立地 す る。

第4を 除 き他 の3種 の製 造業 はいずれ も立地条件 の有利性 に も とづ き必然 的に発展す

る。 したが って,こ れ ら産業 の発展に は と りた てて問題 とすべ き困難性 は見 当 らない。

もし困難 性が あ るとすれ ば,そ れ は地域に 不適な産 業をあえ て育成 しよ うと し,温 室育

ちの産 業をかか え込 んだ 「工 業 化」 の場 合 であ る。

さて,い か な る 製 造 業 が ど の 程 度 存 在 すれ ばその地域 は工 業化 され てい る といえ

るのであ ろ うか 。われ われ の 目的に とって よ り有効 な定義 の方法を見 出す な らば,そ の

移 出商品が どの程 度最終消 費財 あ るいは完成資本財 に よって構成 され てい るか に基 準を
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お くべきであると思われる。一地域の発展にとってつねに工業化が必要とはかぎらない

し,第 二次(第 三次)産 業は,あ る場合には資源立地産業を中心として,あ る場合には

移出産業発展に伴な う地域経済全体の発展の結果として遅かれ早かれ必然的に発展する

であろう。いずれにしても,地 域の第二次,第 三次産業の発展は基本的に移出産業の消

長に規定されている。そして,北 海道経済は,移 出産業を軸 として,産 業 構造 の 高 度

化,経 済規模の拡大 のプロセスを追求すべきであろう。

北海道の地域経済の発展はその移輸出産業の消長に大きく依存しているので,次 にわ

れわれは,こ の移輸出産業の消長を規制す る要因を簡単に吟味しておこう。いうまでも

なく石炭業,漁 業の衰退に対 してはそれに代 る新 しい移出産業の発展がなければならな

い。さもなければ,北 海道経済は停滞を余儀な くされるであろう。

まず最初に移輸出商品の衰退の要因を見るならば次の4つ が挙げ られ る。1.域 外需

要の変化(e・9・,石炭).2.自 然資源の枯渇(e・9・,漁業),3.地 価あるいは労賃の相対

的不利化,4.技 術変化による生産方法の変化(e・9・,石炭)。

他方,新 しい移輸出商品の発展の要因として次の5つ が見出され る。1.新 しい輸送

手段の発達(e・9・,石炭),2.域 外需要の増加(e・9・・合板),3.技 術進歩(e・9・,寒地

農業),7.公 的開発事業,8.軍 需(e・g・,製鋼),9.地 代あるいは労賃の相対水準の有

利化(e・g・,畜産業)。

地域経済の発展において資本供給が重要な役割をもつことは周知のところである。新

しく開発される地域では外部資本に依存する。利潤は域外に流出する。しかし,移 出産

業の利潤率が高いか ぎりこの利潤の一部は産業拡大のために再投資されるであろう。投

資の進展とともに移出産業は最適規模に到達する。それに応 じてその移出産業関連産業

の発展も見られるであろう。

地域人口の増加,所 得水準の上昇につれて域内貯蓄も増加する。それら貯蓄は外部資

本とともに移出産業に注ぎ込まれるが,あ る段階に達す と,以 後は他部門へ流出す る。

一部は内需産業あるいは移出産業関連産業へも流入するであろう。

この段階に 到達すれば その地域はもはや 若い地域 とはいえないであろう。 政治的圧

力,あ るいは都市化に よってつ くり出された社会的資本の便益,技 能的産業労働力およ

び域内資本市場の発達により地域の新 しい移出産業の発展が次第に容易となる。その新

しい移出産業は初源的には内需産業であったにしろ,ま た輸送費の低減により移出産業

とな りえたものにしろ,立 地を選ばぬfootlooseindustryで あるに しろ,い ずれに し
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うその地域の移出産業構造を強化拡充することになる。このようにして地域経済が成熟

するにつれて地域的特性は次第にうすれ,第 二次産業 も次第に均質化 し,経 済的には地

域主義の根拠が うすれていく傾向に向うであろうと思われる。

V結 論

本稿の目的は,北 海道の地域経済発展史に照 らして地域経済発展段階説を批判的に再

検討し,北 海道の経験の上に新 しい形の地域経済発展理論を展開しようとした。

発展段階説は地域経済発展の起動力がなんであるかを示さない。(し たがって開発の

基本原理のあるべき姿を示さず,か えって誤った 政策提案を招きやすい。)それはたん

に,自 給経済か ら市場経済へ,第 一次産業か ら第二次,第 三次産業への産業構造の高度

化過程として,地 域経済の発展過程を皮相的,現 象的に追ったものにす ぎない。地域経

済の起動力は移輸出産業にある。地域経済の工業化とは,移 輸出品 目の拡大を通 して発

展す る移輸出産業を基軸とした産業構造高度化(加 工度の上昇)過 程にほかな らない。

重化学工業,あ るいは生産財産業の導入 とい うかたちでの工業化も,そ れが移輸出産業

の発展を伴なわないかぎり意味をもたない。移輸出産業の発展があってはじめて,道 内

の消費財,生 産財産業の発展が期待できる。

こ うした観点からすれば,地 域 とは共通の移出基盤を もって結びついた地理的経済圏

であるといえる。経済的に一・体化 した地域はまた共通の命運を移出産業にかけて成 り立

つとともに外部経済の発展をも共通のものとす。したがって,政 府事業や政治運動の面

でも共通の利害をもつ。

移出産業はその地域の所得水準,1人 当 り所得を決定す る最 も基本的な要因である。

このことから,そ の地域 の第二次,第 三次内需産業の規模を決定す る最 も重要なる条件

もまた移出産業である。移出産業にとっての関連産業の性格,地 域の人 口配置,都 市化

のパターン,労 働力の性格,社 会的 ・政治的風土,景 気変動の型,す べてこの移出産業

によって強 く性格づけられる。

「北海道の産業構造を高度化することは,よ く誤 って考え られがちのように,第1次

産業を無視 して,第1次 産業か ら第2次 産業に根本的に変えてしまうことではない。産

業構造の高度化は,ま ず第1次 産業の安定 と拡大が根本である。根本ではあるが,こ の

上に第2次 産業の発展を考えてい くべきである。しかも,開 発の努力を,第1次 産業 と

第2次 産業 との密接な関連産業の育成強化に向けることが,そ れぞれの産業部門におけ
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る関連部門の有機的対策をはかることと同時に,産 業構造を高度化 させ,自 らの経済の
(8)

規模を拡大させ る結果になるのである。」 この蝦名教授の所説は北海道経済発展の根本

的理念を明確にしたものである。移出産業の原料供給基盤としての第1次 産業を強化す

るとともに移出商品の加工度を高めるところに北海道の工業化の課題があり,こ の課題

にこたえ うる工業化でなければ,産 業構造の高度化 も地域経済の発展も期待しえないで

あろう。

北海道経済のあるべき方向としては,(1)有 利な産業立地条件を生か し,農 林水産業,

鉱業,食 料品工業,製 材 ・紙 ・パルプ工業な どの資源依存型産業を振興すべきであると

の 「地域特化論」と,(2)機 械工業,重 化学工業を振興す ることに よって,生 産の迂回

化を図 り,道 経済の底を深 くせ よとい う 「産業構造高度化論」とがある。前者は企業経

営の立場から,そ の生産 コス トに重点をおき,比 較生産費の立場か ら,よ り安 く,そ し

て良質 の商品を作 ることに よって,道 外な らびに国外に移輸出 し,積 極的に道民所得を

増大せ しめよ うとする立場である。後者は,自 然的立地条件 とい うものは不変のもので

な くして,あ る程度資本力によってカパーされるものであり,工 業化,産 業構造の高度

化こそ経済成長の基礎であるか ら,道 経済の立場か らは,産 業構造 の高度化を実現 させ

なければ,飛 躍的な経済発展はもた らされない,と 主張する立場である。

両立場が もし二者択一的に主張されるとすれば,そ れは誤ま りであろう。両者 ともま

った く他方を否定するものではない。およそ,企 業お よび産業の立場をはなれて道経済

はありえないし,両 者を両立 させ るような工業化,産 業構造の高度化こそ,言 葉の真の

意味における,北 海道経済の工業化なのである。

また,あ る論者によれば,開 発の 目標の1つ として,道 経済の自立化,道 民所得,雇

用の増大を図 ること,す なわち,「 地域厚生主義」は,も し北海道の自立化が同時に 日

本経済の発展に直接的に寄与しうるという仮定がなりたつならば,そ のまま 「国民経済

主義」 と両立 しうる。 しかし,そ の両立の 条件はむ しろ 満たされぬ場合が 多いであろ
(9)

う,と している。 しか し,こ の 「地域厚生主義」 と 「国民経済主義」とを両立させる道

はある。すなわち,開 発投資を移輸出振興に集中 し,移 輸出産業の強化.拡 充に集中す

ることである。移輸出産業は相対的有利1生をもつ産業であるかゆえに,国 民経済主義を

満たす。 しか も,道 内市場の狭隙性か らの制約 も受けない。同時に,移 輸出産業は,北

(8)蝦 名賢造稿 「産業構造 上の問題」(北 海道開発局 「北海道の産業 その現状 と問題点』所収。p.235.)。

(9)宮 沢健一稿 「開発投資の地域乗数分析」(北 海道開発庁 『北海道開発の国民経済的意義』昭和35年 所収。p.

69。)
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海道経済の起動力であるがゆえに地域厚生主義をも満たすことになるのである。

ほんらい,い かなる地域 も他地域 との経済的交易なしに孤立的に発展 しうるものでは

ない。どの地域も他地域との間で経済的交流関係に立ち,そ の交流関係を強めるかたち

で地域経済の成長 ・発展がもたらされるとい うのが歴史的な事実である。したがって,

北海道 とい う一つの地域経済の発展を解明するに際 しても.北 海道 と他地域 との間の経

済的交流関係のなかで北海道経済を位置づけ,そ の経済的交流関係の深化の過程として

北海道経済の発展方向を分析する視点が成 り立つであろう。

わが国の地域比較によれば,先 進地域ほ ど移出率が高いとい う傾向が見出される。北
(10)

海道では産業生産物の移出率が相対的に低いことに問題があるといわねばならない。

〔附記〕本稿は,北 海道経済学会,昭 和44年 春季 シンポジァムの報告原稿に手を加え

てまとめたものである。報告会上において,麻 田四郎教授か らこの研究報告に対 して

有益なコメントを頂いた。記して感謝の意を表 したい。

(10}本 稿 の 理 論 的 仮 説 はD.Northに 負 う と こ ろ 大 で あ る 。

DouglasNorth,`LocationTheoryandRegionalEconomicGrowth',JournatofPotiticalEconom .y,No.63

(Oct.1955),pp.370～390.




